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研究成果の概要： 
本研究では、高齢化、老朽化が進む郊外分譲集合住宅団地の建物の再生手法、将来の団地の管

理の在り方を、ホリスティック・アプローチ（包括的、総合的、全体的）を重視して、課題の

整理、提案の作成、検証等を行うことにより示した。建物の再生方法については「修繕」「改修」

「建替え」といった再生手法を、区分所有者の希望に合わせて選択可能な「棟別再生」の有用

性を示した。将来の団地の管理の在り方について、現状の課題と人口減少時代の郊外居住地を

見据え、「経営管理」の概念を提起し、管理を超えたエリアマネジメントの必要性とその可能性

を指摘した。 
 
交付額 
                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 
１７年度 2,600,000 0 2,600,000 

１８年度 3,000,000 0 3,000,000 

１９年度 2,500,000 750,000 3,250,000 

２０年度 2,400,000 720,000 3,120,000 

総 計 10,500,000 1,470,000 11,970,000 

 
 
研究分野： 工学 
科研費の分科・細目： 建築学・都市計画・建築計画 
キーワード： 分譲団地 建て替え 減築 合意形成 郊外 ＳＩ 人口減少 

アクションリサーチ 
 
 
１．研究開始当初の背景 
高度経済成長期、大都市郊外に大量に建設

された団地の再生が課題となっている。建設

から 30～40 年を経過した団地の建物は物理

的老朽化に加え、現在の集合住宅と比較して

相対的に性能が劣る、「機能的陳腐化」によ

り、将来持続的な居住が困難となる恐れがあ

る。 

本研究では区分所有形式の集合住宅によ

り形成された分譲集合住宅団地を対象とす

るが、それらの再生についてはこれまで等価

交換と呼ばれる方式を用いた一括建替えが

行われてきた。しかし、このような方法は立

地が高地価で、かつ、従前が低容積であるこ

とが条件であるため、汎用性に乏しい。 

そのため、これまで郊外分譲集合住宅団地



での建物の再生例はごく少数に限られ、将来

の高齢化・人口減少時代を見据えた団地再生

の手法が求められている。 

 
２．研究の目的 

本研究は、高齢化や老朽化が進む分譲集合

住宅団地において、棟別再生や減築を含む新

たな再生手法を調査・検討し、その可能性を

示すことを目的とする。研究では、区分所有

形式の建物であることから生ずる「合意形

成」の課題に対応した建物の再生の方法を明

らかにすることを第一の目的とする。ただし、

今後の人口減少時代では「維持管理」ではな

く「経営管理」の概念が重要になる。現在の

区分所有法では想定していない概念である

が、本研究では今後に向けた試案として、経

営管理を行う団地組織または管理組合の在

り方を示すことを第二の目的とする。 
 
３．研究の方法 

本研究では、団地再生には多角的側面から

総合的に取り組む必要があるとの認識から、

「ホリスティック・アプローチ」と呼ばれる

包括的、総合的、全体的な方法を重視してい

る点に特徴がある。団地再生においては、建

物の老朽化、世帯の高齢化、合意形成の困難

さなどの問題が複雑に入り組み、これらの問

題を解決するためには建築技術の開発だけ

ではなく、制度（区分所有法等）、生活（住

民参加）、を含めて総合的に検討することが

必要になる。そのため、本研究では、建築・

法律・住生活の各専門家が同じ課題を多様な

角度から討議しつつ進めるものとする。 
また、団地という生活現場は常に変化し続

ける有機的・包括的なものであることから、

研究では団地の住民を対象としたアクショ

ンリサーチを通したフィードバックを重視

する。 
 

 

ホリスティック・アプローチの具体的フロー図 
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(1)分譲団地にお

分譲団地での建物の再生方法を、

を維持するための「修繕」、現状よりも機

能を向上させる「改修」、新しい建物へ更新

する「建替え」に分類し、現在行われている

再生方法の整理を行った。但し、修繕を超え

る再生方法については、賃貸形式の建物では

多くみられるものの、区分所有形式の建物に

ついては合意形成（多くの場合区分所有者数

及び議決権の 4分の 3以上の合意が必要）の

問題があり、ごく僅かにとどまる。 

これまで都心部で行われてきた一括

換型建替えは既存が低容積かつ地価が相

対的に高いことが条件であるため、郊外団地

では不向きである。そのため、本研究では多

数の区分所有者からなる郊外分譲集合住宅

団地の再生方法として、区分所有者の希望に

より、建物の再生方法、再生を行う時期を選

択可能な「棟別再生」を概念提起した。 

棟別再生における手法の提案では、初期

階では団地全体の管理組合が検討を行い、

一定の合意が得られた段階で決議を行い、管

理組合での検討と並行して棟別の検討を行

うスキームの作成、希望する再生方法を行う

棟へ移動するための「住戸交換」手法の作成、

既存の良好な日照環境等を維持し、円滑な合

意形成活動を行うための「棟別再生ルール」

の作成、棟別再生後の管理の方法として、「棟

別予算型」の管理方法の提案等を行った。 

(2)建物の再生のケーススタディ 

建物の再生での課題整理に基づ

建物の再生提案を作成し、団地住民参加の

ケーススタディを行った。 

① エレベーター増設改修の

既開発のものとしては階段室の

置するタイプや外廊下を増設するタイプ

等があるが、それぞれ使い勝手、コストの面

等に課題がある。それらに対し、本研究では

南側バルコニーに、エレベーターシャフトの

ないラック＆ピニオン駆動方式の「シャフト

レス型エレベーター」の提案を作成した。本

方式では、南側設置による日照悪化を避ける

ことができ、かつ、低コストでバリアフリー

化を図ることができると考えられる。 

② 棟別再生における建替え方法の検討

 

区分所有法 

フィードバック 

実態調査 再生計画

問題把握

法律解釈

計画修正

住民参加結果分析

建築技術の研究 

アクションリサーチ 

法理論の構築 

新制度提案 フィードバック 国際比較

減築技術の開発 

建設当初敷地込みで設計された団地を、

の環境の良さを損ねずに建替えを進める

方法の検討。建物を１棟ずつ建替える「単独



型建替え」、一部の隣接する 2 棟を 1 棟に建

替える「共同型建替え」、建替えを行う場所

を移動しながら段階的に団地全体の更新を

進める「ころがし型建替え」の 3つの建替え

方法をケーススタディとして作成。団地住民

の評価として、単独型については合意形成活

動のしやすさへの評価、共同型については空

間的な合理性への評価が得られた。ころがし

型については住民の負担感の少なさについ

て高い評価が得られた。 

③ ころがし型建替えの検討 

て評価の高
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前回のケーススタディにおい

ったころがし型建替えについて、建物の設

計、費用負担等も含めたより具体的な提案の

作成を行い、団地住民の評価を得た。建物の

設計では 3階建ての低層住棟の提案を行った

が、専用使用できる中庭空間など、郊外団地

の特徴を生かしたこと点などについて高い

評価が得られた。 

(3)分譲団地におけ

性 

人

、外部空間の豊かさや接地性を生かした低

層住棟の提案の検討を行った。団地の住宅は

現在でも空家、２戸所有の世帯が一定数存在

すること、人口減少時代では、高度経済成長

期に計画された既存の住戸数を維持する必

要はなく、減戸数化により住宅地としての価

値を高める計画が必要であるという視点か

ら計画を行った。 

減戸数化にあたっ

加算されるものの、建築コストの低減が図

れることや、現在郊外地域では住宅・土地価

格が低下しているため、大きな負担増とはな

らないことが示された。ケーススタディとし

ては減戸数、空間構成の異なる４タイプの提

案が作成されたが、2 列に分棟化されたテラ

スハウス住棟案に対し、住環境・空間の豊か

さについて高い評価が得られた。 

(4)分譲団地における総合的再生 

棟別再生では、棟ごとに異なる再

択することが可能であるため、合意形成の

観点から有効な方法であると考えられる。一

方、すべての棟において改修や建替えが行わ

れるわけではないため、団地内の建物に差異

が生じることについて「取り残されることへ

の不安」をあげる者の存在が確認された。こ

れらへの対応に加え、棟別再生の促進、団地

を拠点とした近隣を含めた居住地再生を目

的とした「福祉型共用施設」の提案を作成し

た。福祉型共用施設は既存の集会所の更新時

での建設を想定したが、「集会室」「介護・生

活サポート」「シニア住宅」「気軽に集まれる

場」の４機能の導入を要件とした。提案では

空間設計に加え、費用負担、建設、運用、利

用のスキームの検討も行った。本提案では介

護サービスの提供などの運営では事業者の

参画を前提とした。施設は多主体の出資によ

り建設されるが、敷地を共有とする団地の特

性から、建物についてもあくまで団地共有と

し、利用権型の権利形体とすることとした。

本ケーススタディについて団地住民からは、

団地の高齢化の現状から高い評価を得た他、

これまで想定されていない所有・利用形態の

施設であるため、今後より提案の実現に向け

たスキームを明確化する必要性があるとの

指摘がなされた。 

(5)分譲団地の再生

型調査 

分譲団

意形成が重要である。本研究におけるケー

ススタディでは、主に団地管理組合、自治会

等、団地の運営を中心的に行ってきた住民を

対象にアクションリサーチを実施した。それ

に対し、本調査では団地全体の一般の住民、

区分所有者に対するアンケート調査を行い、

住民の意向の把握、提案の妥当性について検

討を行うことを目的とした。 

アンケート調査では、一般の

、団地再生、棟別再生の概念についての周

知や、意志決定能力を高めることも意図した。

そのため１度で完了するのではなく、あらか

じめ複数回の調査を想定した「フィードバッ

ク型調査」として企画した。 

本調査では 1回目の調査にお

で、希望する建物の再生方法について「修

繕」「改修」「建替え」で意見が３分され、多

様な希望が存在することが確認された。２回

目の調査ではその点を踏まえ、当該団地の再

生方針として、棟別再生を前提とすることに

ついての是非について確認を行ったところ、

約 7割の回答者より是認する回答が得られた。

また、２回のアンケート調査により同一回答

者においても意見の変化があることが確認

され、自由記述等からも複数回アンケートに

より団地再生への理解が深まっていること

が伺われた。 

(6)分譲団地にお



人口減少時代の団地では、従来の維持管理

を

経営管理の実現に向けて

合による経営管理を想定した場合、

管

考え方についてはアメリカの
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雑誌論文〕（計 24 件） 

目的とした運営だけではなく、時代の変化

に合わせて柔軟に団地の在り方を変えてゆ

く必要性があるとの観点から、「経営管理」

の概念提起を行った。経営管理を行う主体と

しては、管理組合＝経営組織となる場合と、

管理組合≠経営組織となる場合の２通りが

考えられる。前者においては総合性・包摂性

の点での利点があるものの、管理組合の負担

が過重となる恐れがある点、後者においては

管理組合の負担の軽減と活動の柔軟性に利

点があるものの、経済性とサービスの内容の

両立に課題がある点が指摘される。また、後

者を補完する概念として、団地単独ではなく、

居住地全体での活動を想定した、エリアマネ

ジメントとコミュニティビジネスの重要性

が指摘された。 

(7)管理組合による

の考察 

管理組

理組合がいわゆる「管理組合の義務」とし

て規約に定められている範囲を逸脱すると

の批判を受ける可能性について考慮する必

要がある。現状においても駐車場経営の例な

どがあることから、管理組合による経営も全

く不可能とはいえないが、住戸や施設の新規

購入・建設について、現行法上は否定的に解

されるように考えられる。現状では、(a)「共

用部分等」の「管理」、及びこれに準ずるも

のであり、これを超えるものは、原則として

認められない、(b)「管理外」のものであっ

ても区分所有者の共同の利益となり得、かつ、

そのことによって特別の不利益を特定の区

分所有者に与えないものについては認めら

れる。ということが基準として考えられる。

今後の立法化に向けては(a)(b)の趣旨を法

文上明示したうえで、さらに(b)に係る個別

具体の業務について規約に定めることが考

えられる。 

経営管理の

ＯＡの概念に近く、考え方としては参考に

することが可能であろう。 

(8)団地の経営管理の実現に向

団地の経営管理を進めるための方法とし

、本研究では進捗度に応じた２段階に対応

を提案する。第１段階の対応としては、管理

組合とは別組織の「エリアマネジメント組

織」の設立・活動を行う。エリアマネジメン

ト組織は団地の地理的範囲を超えた地域を

対象として活動し、公的機関と連携しながら

収益事業と非収益事業を組み合わせて活動

する。第１段階での団地再生活動がうまくい

かなかった場合は、区分所有者に対して強制

力を持つ第２段階の経営管理が求められる。 

管理費の支払いのない空家が多数発生して

いる場合等を想定するが、その際は自治体に

よる認可の上、管理組合が空家を取得するな

どの対応が考えられる。自治体による認可の

スキームは現状の住宅地区改良法と同様と

なると考えられるが、このような方法により

管理組合による経営管理が可能になれば高

齢者施設の導入、建替え、大規模改修、不在

所有者の住戸の賃貸経営、管理組合による所

有、減戸数化等、より積極的な居住地経営が

可能になると考えられる。 

ただし、これらについては

では実現が困難である。そのため、方法と

しては、区分所有法の改正ではなく、「分譲

住宅地区改良法」といった特別法の制定が考

えられる。現在の区分所有法の趣旨とは相当

の乖離があるが、今後、人口減少時代の到来

に伴い、団地またはマンションの減戸数化や

解散が求められる時代になると、必須になる

改正であろう。本研究は、その端緒となるも

のといえる。 
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